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する。東アジアにおいて FTA 網が進展し、その中心（ハブ）となっている ASEAN
（Association of Southeast Asian Nations：東南アジア諸国連合）が自由貿易地域（AFTA）
を深化させたことが、東アジアにおける実質的地域統合をより強化した。地域経済統合体
としての ASEAN10 カ国は総人口が約 5 億 9 千万人であり、名目 GDP は約 1 兆 8,000 億
ドル（2010 年）に達する。 
これに対して、GMS（Greater Mekong Subregion: 大メコン圏、拡大メコン経済圏）は
先進国や近隣諸国の援助、経済協力を得ながら地域の一体化をめざしてきており、サブリ
ージョナルな協力枠組みの 1 つである。構成国はタイ、ベトナム、カンボジア、ラオス、
ミャンマー、中国雲南省、広西チワン族自治区のメコン川流域諸国 5 カ国 2 地域であり、
中国 2 地域以外は ASEAN 構成国と重複している。GMS は、総人口が約 3 億 2,000 万人、
名目 GDP は約 6,900 億ドル（2010 年）であり、一人当たり GDP は ASEAN の約 3,100
ドルに対して GMSは約 2,100 ドルにとどまる。メコン地域は 10 以上にのぼる協力枠組み
の多さを称して「メコン・コンジェスチョン」などと呼ばれ、重層的な経済協力枠組みが








プログラムが先行し、ASEAN では CLMV が ASEAN に加盟後の 2000 年に提唱された前
述の ASEAN 統合イニシアティブ（IAI: Initiative for ASEAN Integration）によって本格
化した。ASEAN、GMSの両枠組みの CLMV 問題へのアプローチは近いが、地域経済統合





                                                   
1 渡辺利夫編[2004]『東アジア市場統合への道－FTA への課題と挑戦』勁草書房、p.9。 




























































 分析対象を取り巻く環境については、地域的な背景となる ASEAN 地域経済統合と GMS
地域経済協力、GMS経済回廊の整備による越境交通の円滑化に関する分析、調査が必要で
あるが。ここでは文献研究に加えて GMS 経済回廊の 2 回の現地走行調査（南北経済回廊お
よび南部経済回廊）をおこなうことにより、道路網の整備状況およびそれを利用すると考
えられる企業物流の状況と可能性について知見を得ることができた。 





















第Ⅰ部においては、第 1 章で本論の目的と方法を述べた後、第 2 章においては、本論の主
題の一つでもあるフラグメンテーションの概念の説明から、日本および欧米の研究者の間
でこの理論に関してどのような解釈と発展がおこなわれているかを明らかにする。Jones, R. 






















重要な要素となっている。第 3 章で世界の地域経済統合体と ASEAN、GMS についてその




章では、ASEAN に焦点をあて、2015 年に形成が予定されている ASEAN 経済共同体




進国入りにともない CLM 問題になりつつある。その解決にはタイを中核とした FDI と技
術の「雁行形スピルオーバー」が必要である。また大泉[2007]が指摘した東アジアにおける
少子高齢化の問題であるが、ASEAN 各国でも一部で高齢化が進んでいる。この人口構成に
関する ASEAN 各国の状況を論じる。第 5 章では、ASEAN 自由貿易地域（AFTA）の歩み
と深化について論じ、さらに東アジアにおける ASEAN を中心とした中国－ASEAN
（ACFTA）、韓国－ASEAN（AKFTA）、日本－ASEAN（AJCEP）、ASEAN－インド（AIFTA）、
ASEAN－豪州・ニュージーランド（AANZFTA）といった ASEAN を中心とした FTA が
結ばれ、ASEAN をハブとし各国との FTA をスポークとした ASEAN＋1FTA の体制に至
るまでの概要を述べる。石川[2009b]は、日系企業のAFTAの利用が着実に進んでいる点と、
増えている多国間および二国間 FTA 数と複雑さによる大きな混乱が起きていないことを指









作の「四位一体体制」であると指摘している。さらに中国と ASEAN との FTA である 2002
年に包括的経済協力枠組協定が調印された ACFTA を例として示し、アーリーハーベスト措
置などによって ASEAN 側のメリットを出し、中国は ASEAN 側の警戒を解く戦略をとっ
たことを示す。 
第Ⅲ部では、自由化の進む貿易、投資の側面から ASEAN、GMS を論じることを目的と





ている。第 9 章では、ASEAN 各国の工業発展段階の推移を示すことを主目的として、貿易
                                                   






推移が数量的にも示されるようにした。第 8 章、第 9 章の分析により、ASEAN 先発加盟国
を中心に工業品輸出を成長の原動力とした産業構造の変化と、先発国から後発国への産業




法を初めて使用した。これにより日本と中国の ASEAN 諸国との緊密度の差異、特に CLM3
カ国に関しての対照性を確認することができた。 
 第Ⅳ部では、日系グローバル戦略と GMS における産業の集積と分散を論じることを目的






















































































































AFTA が深化し、ASEAN も一段と共同体に向けた動きを加速させている。ASEAN を中心






りつつあり、GMS 域内における現地生産も拡大している。GMS あるいは ASEAN におけ
るこうした業種における研究をおこなうには日系企業研究のみでは不十分になりつつある
ため、今後こうした国籍の企業および地場企業についての検討を加えることが必須となる
だろう。 
 
